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平成１０年１１月１７日平成１１年３月期 中間連結決算短信

上 場 会 社 名 株式会社ワコール 上場取引所（所属部）東証・大証市場第一部、京証
コ － ド 番 号 ３５９１
本 社 所 在 地 京都市南区吉祥院中島町２９番地
問 合 せ 先 責任者役職名 取締役 経理財務部長

氏 名 末 昭 一 TEL (075)682-1018澤

１．１０年９月中間期の業績（平成１０年４月１日～平成１０年９月３０日）
（１）経 営 成 績 (注) 表示金額は百万円未満の端数を四捨五入しております。

売 上 高 営業利益 税引前中間(当期)純利益
(対前年中間期増減率) (対前年中間期増減率) (対前年中間期増減率)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
10年9月中間期 ８９，５３７ ( 0.1) ８，７２４ (△ 9.7) １０，６４８ (△17.4)
9年9月中間期 ８９，４０４ ( 3.0) ９，６５７ ( 4.4) １２，８９７ ( 24.7)

10 年 3 月 期 １６９，９６７ １３，１６５ １７，２９４

株 当 た り 潜在株式調整後 株当たり 株 主 資 本 総 資 本 税 引 前 売 上 高 税 引 前中間(当期)純利益 1 1
対 前 年 中 間 期 増 減 率 中 間 当 期 純利益 中 間 当 期 純 利 益 中間 当期 純利益率 中間 当期 純利益率 中間 当期 純利益率( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
10年9月中間期 ５，６８６(△ 8.3) ３６ ８９ ３．７ ５．０ １１．９
9年9月中間期 ６，１９８( 23.7) ４０ ２２ ４．２ ６．４ １４．４

10 年 3 月 期 ８，１５５ ５２ ９１ ５．４ ８．５ １０．２

（注） 持分法投資損益 ６９８百万円 （前中間期 ７２０百万円）

（２）財 政 状 態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
10年9月中間期 ２１４，２７７ １５６，０１０ ７２．８ １，０１２ ２８
9年9月中間期 ２０７，５１１ １５１，２９０ ７２．９ ９８１ ６６

10 年 3 月 期 ２１０，４８９ １５２，８６８ ７２．６ ９９１ ９０

（３）連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数 ３２社
非連結子会社数 なし
関連会社数 ７社 （うち持分法適用会社数 ７社）

（４）会計処理の方法等の変更

①連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 （新規） なし 持分法（新規） なし
（除外） １社 （除外） なし

②会計処理の方法等の変更 無
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２．１１年３月期の業績予想（平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）

売 上 高 税引前当期純利益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円
１１年３月期 １７５，０００ １４，３００ ７，５００

（参考） １株当たり予想当期利益 （連結） ４８円 ６６銭
１株当たり予想当期利益 （単独） ４６円 ７２銭

［参 考］
当社（単独）の１０年９月中間期の業績（平成１０年４月１日～平成１０年９月３０日）

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
（対前年中間期増減率） （対前年中間期増減率） （対前年中間期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
７４，０２３（ 1.4） ７，２５９（△ 0.6） ７，７９８（△ 6.1）

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 １ 株 当 た り 総 資 産 株 主 資 本
（対前年中間期増減率） 中間(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭 百万円 百万円
４，５１１（△23.6） ２９ ２７ １８０，１４３ １４４，４１３
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添付資料

Ⅰ 当中間期及び通期の業績の概況．

（当中間期の業績の概況）

当中間期のわが国経済は、金融システム不安、株価の下落、個人消費・設備投資の
減少、失業率の増加、アジアの通貨危機など複合的な要因が重なり、長引く不況から脱却
の見通しがつかない状況で終始いたしました。
婦人ファッション衣料品業界におきましても、消費者の将来に対する不安感から消費の
抑制傾向が続き、引き続き厳しい経営環境のうちに推移いたしました。
こうした中にありまして、当社は商品力の向上を図り、インナーウェアを中心に積極的
な事業展開に努めました。商品面では、アウタートレンドの流れを受け、１／２カップ
ストラップレスブラが牽引となり堅調に推移いたしました。また、今回新製品として発売
しましたワコールブランドの「フレンチホックブラ」、「ベビーヒップパンツ」、
ウイングブランドの「キュッとスリムパンツ」などが好評を得ております。しかしながら
流通業界の設備投資の減少により店舗内装工事関係の売上が伸び悩みました。
この結果、当中間期の売上高は８９５億３７百万円で、前年同期に比し０．１％の微増
にとどまりました。
利 益 面 で は 、 前 年 は 新 宿 ビ ル の 売 却 等 に よ る 特 別 利 益 を 計 上 し た こ と も あ り 、
税引前中間純利益は１０６億４８百万円で、前年同期に比し１７．４％の減少、
中間純利益は５６億８６百万円で前年同期に比し８．３％の減少となりました。
海外事業につきましては、米国ワコールが創業以来コンサルティング販売を徹底
してきた姿勢が評価され、着実な事業拡大を続けております。また、海外生産基地として
設立したベトナムワコールは、本年４月より順調に操業を開始いたしました。

（通期の業績の見通し）

今後のわが国経済につきましては、景気の先行きは依然不透明で、予断を許さない
厳しい状況が続くものと思われます。一方、海外におきましても、米国経済は成長に鈍化
が見られはじめるとともに、アジア各国経済の混迷が長期化し、景気は不安定な状況が
続くものと思われます。
こうした中にありまして、当社は「愛される商品を作ります」「時代の要求する新製品
を開発します」という経営の基本方針に則り、商品力の強化と販売サービスの向上に
努めるとともに、環境の変化に機敏に対応できる高効率経営の実現に向けて、全社を
挙げて邁進する所存であります。また、海外におきましては、引き続き米国市場での
シェア拡大、中国及び東南アジアにおける生産基地の拡充、積極的な販売を進めてまいり
ます。
通 期 の 業 績 の 見 通 し と し ま し て は 、 売 上 高 １ ， ７ ５ ０ 億 円 、 税 引 前 当 期 純 利 益
１４３億円、当期純利益７５億円を目標としております。
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Ⅱ １．連結貸借対照表－

当中間期 前中間期 前 期
科 目

平成10年 9月30日現在 平成 9年 9月30日現在 平成10年 3月31日現在

（ 資 産 の 部 ） 百万円 百万円 百万円

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金 ５，９７６ ５，８７１ ４，８３２
定 期 預 金 ４８，５７６ ３７，７５６ ５０，７９０
有 価 証 券 １８，５７０ ２３，０８４ １５，５３５
売 掛 債 権
受 取 手 形 ４，０８１ ４，５９０ ３，８２５
売 掛 金 ２５，８７９ ２６，０５３ ２４，２１５

２９，９６０ ３０，６４３ ２８，０４０
返品調整引当金
及び貸倒引当金 △ ２，９９３ △ ２，８６４ △ ２，５７０

２６，９６７ ２７，７７９ ２５，４７０

棚 卸 資 産 ２７，０３９ ２５，５３３ ２７，５７０
繰 延 税 金 ４，７２５ ４，４８９ ４，２６６
その他の流動資産 １，７３２ １，５６３ １，６５４

流 動 資 産 計 １３３，５８５ １２６，０７５ １３０，１１７

有形固定資産
土 地 ２５，４６１ ２６，５８９ ２６，８３９
建物及び構築物 ４２，０７９ ４２，７２７ ４３，１４８
機械装置及び
工具器具備品等 １０，４９８ ９，９１５ １０，０６４
建 設 仮 勘 定 ４，９３４ １，８５０ ２，６０９

８２，９７２ ８１，０８１ ８２，６６０

減価償却累計額 △２９，５４１ △２９，８１０ △２９，７８２

有形固定資産計 ５３，４３１ ５１，２７１ ５２，８７８

その他の資産
関 連 会 社 に
対 す る 投 資 ７，２１３ ８，６７９ ７，６０８

投 資 １３，７５８ １４，１８４ １３，７１９
敷金及びその他 ６，２９０ ７，３０２ ６，１６７

その他の資産計 ２７，２６１ ３０，１６５ ２７，４９４

資 産 合 計 ２１４，２７７ ２０７，５１１ ２１０，４８９
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当中間期 前中間期 前 期
科 目

平成10年 9月30日現在 平成 9年 9月30日現在 平成10年 3月31日現在

（負債及び資本の部） 百万円 百万円 百万円

流 動 負 債
短 期 借 入 金 ７，９５６ ６，３５２ ６，７１２
買 掛 債 務
支 払 手 形 ７，２５２ ７，２９３ ７，７２２
買 掛 金 ６，５４８ ６，９６２ ６，９１６

１３，８００ １４，２５５ １４，６３８

未払給料及び賞与 ８，５５１ ８，７５０ ８，３６６
未 払 法 人 税 等 ６，０１４ ６，４３３ ５，７７４
その他の流動負債 ４，６５３ ５，０９８ ６，３１７
一年以内返済予定
長 期 債 務 ６１８ ３７３ ５１２

流 動 負 債 計 ４１，５９２ ４１，２６１ ４２，３１９

固 定 負 債
長 期 債 務 ２，１７９ １，７８１ ２，０２３
退 職 給 与 引 当 金 １１，０３８ ９，４５４ １０，０５７
繰 延 税 金 １，７３９ ２，２５６ １，５６３

固 定 負 債 計 １４，９５６ １３，４９１ １３，６４３

少 数 株 主 持 分 １，７１９ １，４６９ １，６５９

資 本
資 本 金 １３，２６０ １３，２６０ １３，２６０
資 本 剰 余 金 ２５，２４２ ２５，２４２ ２５，２４２
利 益 準 備 金 ３，９２０ ３，８５４ ３，８５５
そ の 他 の 剰 余 金 １１４，１１０ １０８，６１３ １１０，５７０
そ の 他 の
包括利益累計額 △ ５２２ ３２１ △ ５９

資 本 計 １５６，０１０ １５１，２９０ １５２，８６８

負 債 及 び 資 本 合 計 ２１４，２７７ ２０７，５１１ ２１０，４８９

（注）その他の包括利益累計額内訳
（当中間期） （前中間期） （前 期）

累積外貨換算調整額 △ ５２２ ３２１ △ ５９
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Ⅱ ２．連結損益及び剰余金結合計算書－

当 中 間 期 前 中 間 期 前 期
科 目 自 平成10年4月1日 自 平成9年 4月 1日 自 平成 9年 4月 1日

至 平成10年9月30日 至 平成9年9月30日 至 平成10年3月31日

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
売 上 高 ８９，５３７ 100.0 ８９，４０４ 100.0 １６９，９６７ 100.0

営 業 費 用
売 上 原 価 ４７，１３８ 52.7 ４７，２３８ 52.8 ９１，４７４ 53.8
販 売 費 及 び
一 般 管 理 費 ３３，６７５ 37.6 ３２，５０９ 36.4 ６５，３２８ 38.4

営 業 費 用 計 ８０，８１３ 90.3 ７９，７４７ 89.2 １５６，８０２ 92.2

営 業 利 益 ８，７２４ 9.7 ９，６５７ 10.8 １３，１６５ 7.8

その他の収益・費用(△)
受 取 利 息 ２６３ 0.3 ２２０ 0.2 ４８４ 0.3
支 払 利 息 △ １５９ △0.2 △ ９８ △0.1 △ ２２８ △0.1
持 分 法 投 資 損 益 ６９８ 0.8 ７２０ 0.8 ７２１ 0.4
固定資産除売却損益 ６９４ 0.8 ２，３９８ 2.7 ３，２６２ 1.9
その他損益 ( 純額 ) ４２８ 0.5 ０ 0.0 △ １１０ △0.1

税引前中間( )純利益 １０，６４８ 11.9 １２，８９７ 14.4 １７，２９４ 10.2当 期

法 人 税 等
当 期 税 額 ５，２６０ 5.9 ５，２１４ 5.8 ７，８４１ 4.6
繰 延 税 額 △ ３３２ △0.4 １，３９２ 1.6 １，１０３ 0.7

法 人 税 等 計 ４，９２８ 5.5 ６，６０６ 7.4 ８，９４４ 5.3

少 数 株 主 持 分 損 益
控除前中間( )純利益 ５，７２０ 6.4 ６，２９１ 7.0 ８，３５０ 4.9当 期

少 数 株 主 持 分 損 益 △ ３４ △0.0 △ ９３ △0.1 △ １９５ △0.1

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ５，６８６ 6.4 ６，１９８ 6.9 ８，１５５ 4.8

そ の 他 の 剰 余 金
期 首 残 高 １１０，５７０ １０４，５５９ １０４，５５９
処 分
現 金 配 当
普 通 株 式 △２，０８１ △２，０８１ △２，０８１
利益準備金積立 △ ６５ △ ６３ △ ６３

期 末 残 高 １１４，１１０ １０８，６１３ １１０，５７０

普 通 株 式 １ 株 当 た り
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ３６ 円 ８９ 銭 ４０ 円 ２２ 銭 ５２ 円 ９１ 銭

（注）当社は１９９８年９月中間期より米国会計基準書第１３０号「包括利益の報告」を適用しております。
同基準書に基づく１９９８年９月及び１９９７年９月中間期の資本取引以外の資本勘定の増減（包括利益）は
それぞれ５，２２３百万円の増加及び６，１７７百万円の増加となっております。
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中間連結財務諸表作成の基本となる事項

１．連結範囲及び持分法の適用に関する事項

主要連結子会社 ㈱スタディオファイブ、㈱ポイントアップ、㈱トリーカ、㈱七彩、
WACOAL INTERNATIONAL CORP.、WACOAL AMERICA INC.

主要関連会社 ㈱新栄ワコール、台湾華歌爾股 ｲ 有限公司、T H A I WACOAL PUBLIC分
CO.,LTD.、PHILIPPINE WACOAL CORP.、INDONESIA WACOAL CO.,LTD.

２．連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結（除外） ㈱タクト

３．会計処理の方法

財務会計基準審議会（ＦＡＳＢ）基準書第１１５号（特定の負債証券及び持分証券
への投資の会計処理）は適用しておりません。なお、損益計算書への影響はありま
せん。

４．連結財務諸表の作成基準

米国預託証券（ＡＤＲ）の発行により、米国において一般に認められた会計基準に
基づいて作成しております。


